
◎総合法律支援法 
（平成一六年六月二日法律第七四号）   

一、提案理由（平成一六年四月一四日・衆議院法務委員会） 

○野沢国務大臣 総合法律支援法案について、その趣旨を御説明いたします。 

 我が国においては、内外の社会経済情勢の変化に伴い、法による紛争の解決が一層重

要になっております。この法律案は、このような状況にかんがみ、裁判その他の法によ

る紛争の解決のための制度の利用をより容易にするとともに、弁護士及び弁護士法人並

びに司法書士その他の隣接法律専門職者のサービスをより身近に受けられるようにする

ための総合的な支援、すなわち総合法律支援の実施及び体制の整備に関し、その基本理

念、国等の責務その他の基本となる事項、その中核となる日本司法支援センターの組織

及び運営について定め、もってより自由かつ公正な社会の形成に資することを目的とす

るものであります。 

 以下、法律案の内容につきまして、その概要を御説明申し上げます。 

 第一に、総合法律支援の実施及び体制の整備については、民事、刑事を問わず、あま

ねく全国において、法による紛争の解決に必要な情報やサービスの提供が受けられる社

会を実現することを目指して行われるものとするとともに、情報提供の充実強化、民事

法律扶助事業の整備発展、国選弁護人の選任態勢の確保、被害者等の援助等に係る態勢

の充実等が図られなければならないものとしております。 

 第二に、これらに関する国の責務について所要の規定を置くとともに、地方公共団体

及び日本弁護士連合会等の責務についても所要の規定を置いております。 

 第三に、日本司法支援センターは、総合法律支援に関する事業を迅速かつ適切に行う

ことを目的とすることとし、その設立、組織及び運営に関し所要の規定を置くこととし

ております。 

 この支援センターは、その業務として、法による紛争解決制度の有効な利用に資する

情報提供の充実強化の業務、民事法律扶助業務、国選弁護人の選任に関する業務、弁護

士等を依頼することに困難がある地域における法律事務に関する業務、犯罪被害者の支

援業務等を行うこととしております。 

 その組織及び運営については、役員の任命や中期目標を定める際等に最高裁判所の適

切な関与を得ることとするとともに、その業務運営上特に弁護士等の職務の特性に配慮

して判断すべき事項について審議させるため、支援センターに審査委員会を置くことと

しております。 

 このほか、所要の規定の整備を行うこととしております。 

 以上が、この法律案の趣旨であります。 

 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに御可決くださいますようお願いいたします。 

二、衆議院法務委員長報告（平成一六年四月二七日） 

○柳本卓治君 ただいま議題となりました法律案について、法務委員会における審査の



経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、裁判その他の法による紛争の解決のための制度の利用をより容易にするとと

もに、弁護士及び弁護士法人並びに司法書士その他の隣接法律専門職者のサービスをよ

り身近に受けられるようにするための総合的な支援の実施及び体制の整備に関し、基本

理念、国等の責務、日本司法支援センターの組織及び運営などについて定めようとする

ものであります。 

 本案は、三月十八日本会議において趣旨説明及び質疑が行われ、付託されたものであ

ります。 

 委員会においては、四月十四日野沢法務大臣から提案理由の説明を聴取し、質疑に入

り、二十二日参考人の意見を聴取し、二十三日質疑を終局いたしました。 

 本日本案に対し、高齢者または障害者の援助を行う団体との連携の確保強化などを内

容とする修正案が自由民主党、民主党・無所属クラブ及び公明党の共同提案で提出され、

趣旨の説明を聴取し、採決の結果、全会一致をもって修正議決すべきものと決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○委員会修正の提案理由（平成一六年四月二七日） 

○泉（房）委員 ただいま議題となりました修正案について、提出者を代表して、その

主な趣旨及び概要を御説明いたします。 

 第一は、総合法律支援の実施及び体制の確保について、法による紛争の解決に必要な

情報やサービスの提供に当たり、高齢者及び障害者に特段の配慮が必要であることを踏

まえ、連携の確保強化を図る対象として、「高齢者又は障害者の援助を行う団体」を加

えるものであります。 

 第二は、支援センターの審査委員会及び法律事務取扱規程について、規定の趣旨を一

層明確化するため、「当該契約に基づき契約弁護士等に対してとる措置」について記載

された「（懲戒を含む。）」との文言を削るものであります。 

 第三は、支援センターの業務の範囲について、特に被害者等に対する適切な弁護士に

よるサービスの提供等が重要であることを踏まえ、被害者等の援助に関する情報提供等

の業務につき、「この場合においては、被害者等の援助に精通している弁護士を紹介す

る等被害者等の援助が実効的に行われることを確保するために必要な措置を講ずるよう

配慮すること。」との文言を加えるとともに、連携の確保強化の業務につき、この対象

として、「高齢者又は障害者の援助を行う団体」を加えるものであります。 

 第四は、支援センターの義務等について、「支援センターは、前項に規定する者が高

齢者及び障害者等法による紛争の解決に必要な情報やサービスの提供を求めることに困

難がある者である場合には、前条に規定する業務が利用しやすいものとなるように特別

の配慮をしなければならない。」との条項を加えるものであります。 

 以上が本修正案の趣旨及び概要であります。 



 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに可決くださいますようお願いいたします。 

○附帯決議（平成一六年四月二七日） 

 政府は、本法の施行に当たっては、次の事項について特段の配慮をすべきである。 

一 日本司法支援センターが国民の多様な法的ニーズに迅速かつ適正に対応することが

できるよう、十全の財政措置を含む必要な措置を講ずるよう努めること。 

二 日本司法支援センターが行う業務等に関しては、国民の法的ニーズに応えられるよ

う常に見直しを行うこと。 

三 日本司法支援センターが、「弁護士、弁護士法人及び司法書士その他の隣接法律専

門職者」の司法過疎を解消するための対策を積極的に進め、また、利用者の利便性を

考慮した業務運営ができるよう配慮すること。 

三、参議院法務委員長報告（平成一六年五月二六日） 

○山本保君 ただいま議題となりました法律案につきまして、法務委員会における審査

の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、より自由で公正な社会を形成する上で、法による紛争の解決が一層重要

になることにかんがみ、全国どの地域においても弁護士及び弁護士法人並びに司法書士

その他の隣接法律専門職者のサービスをより身近に受けられるようにするための総合的

な支援の実施及びその体制の整備に関し、基本理念、国等の責務等基本事項を定めると

ともに、その中核として設けられる日本司法支援センターの組織及び運営について定め

るものであります。 

 なお、衆議院において、総合法律支援の実施等について、連携の確保強化を図る対象

として高齢者又は障害者の援助を行う団体を加えるなど、所要の修正が行われておりま

す。 

 委員会におきましては、司法制度改革における本法律案の意義、支援事業を独立行政

法人の枠組みに従った日本司法支援センターが行う理由とその妥当性、支援センターの

業務の内容と透明性を確保するための手段、業務の実施に当たっての関係機関との協力、

連携の重要性、民事法律扶助など業務運営に必要な予算の拡充等について質疑が行われ

たほか、参考人からの意見聴取、仙台市と大阪市において地方公聴会を開会する等慎重

に審査を行いましたが、詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一六年五月二五日） 

 政府は、本法の施行に当たり、国民に身近な司法の実現という理念にかんがみ、次の

事項について特段の配慮をすべきである。 

一 日本司法支援センターが、総合法律支援の理念に照らし、国民の多様な法的ニーズ



に迅速かつ適切に対応することができるよう、十全の財政措置を含む必要な措置を講

ずるよう努めるとともに、地方公共団体、日本弁護士連合会、弁護士会その他関係団

体との連携、協議を密にすること。 

二 日本司法支援センターが行う各種業務に関しては、利用者及び関係機関等の声を聞

き、法律扶助協会が現に行っている自主事業の実績をも十分に見据えつつ、国民の幅

広い法的ニーズに応えられるよう常に見直しを行うこと。 

三 民事法律扶助事業の資力要件等の見直しを含めた利用者負担の在り方及び対象者・

対象事件の拡充について検討を行うよう努めること。 

四 日本司法支援センターが、弁護士、弁護士法人及び司法書士その他の隣接法律専門

職者の司法過疎を解消するための対策を積極的に進めるとともに、真に必要な地域に

おける事務所の設置、過疎地への巡回等利用者の利便性を十分考慮した業務運営がで

きるよう配慮すること。 

五 契約弁護士等の職務の特性に配慮し、その自主性・独立性を十分尊重すること。 

六 地方公共団体は、総合法律支援の実施及び体制の整備が、住民福祉の向上に寄与す

るものであることにかんがみ、その地域において行われる支援センターの業務に対し

相応の財政的支援を含めた必要な協力を行うとともに、特に、本法の施行を契機とし

て、既存の法律相談等の住民サービスの提供を後退させることのないようにすること。 

  右決議する。 


